 eq \o\ad(被扶養者認定参考事例,　　　　　　　　　　　　　　　)
	区     分
	事          例
	可○否×
	備            考

	 eq \o\ad(障害年金受給者,　　　　　　　)
	障害年金の額が１８０万円未満
障害年金＋パート等収入１８０万円以上
	○
×
	受給者の年齢は問わない
※年金以外の恒常的収入も合算します

	年金の受給者
厚生年金
国民年金
遺族年金

障害年金

恩給等の
すべての年金
	1） ６０歳以上で年金額が１８０万円未満の場合
	○
	

	
	２）６０歳以上でパート収入が１８０万円未満の場合
	○
	

	
	３）６０歳以上で年金額が１００万円と、その他の収入が８０万円以上の場合
	×
	※年金＋その他収入の合算額が180万円を超えるため

	
	４）父母が６０歳以上の場合

1． 父の年金額   170万円

母の年金額   130万円未満
2． 父の年金額   260万円

    母の年金額   100万円

3． 父の年金額   200万円

    母の年金額　 130万円未満
	○

○

×

×

×

○
	※父母は収入合算額により認定の可否が決まります。
2人とも60歳以上→合計360万円未満
※父母の合算収入限度額が３６０万のため認定不可
※父母の合算収入限度額が３６０万で、母は１８０万円未満の収入であるため

	
	５）父が６０歳以上、母が６０歳未満

   の場合

  １．父の年金額＋パート　180万円

      母のパート収入　　　130万円

２．父の年金額＋パート　180万円

　　母のパート収入　　　100万円
	　　　
　　　　
　　　×

×

×

○
	1人のみ60歳以上→合計310万円未満
※父母のいずれかが社会保険に加入中の場合は、父母の認定不可


	 eq \o\ad(その他,　　　　　　　)
	１）配偶者年間収入 130万円
	×
	

	
	２）１８歳以上６０歳未満で無職無収

   入の者（学生を除く）

1． 病弱、その他の事情により就労

    できない者
2． 一時的失業者で雇用保険受給期間中の者
3． 病気やけがで傷病手当金受給期間中の者
	○

×

×
	※雇用保険金額が日額で基準額未満の方については認定可

※傷病手当金額が月額で基準額未満の方については認定可


  上記事例は、認定することが可能な収入限度額の一例となります。
なお、父母の認定の場合は、対象となる者の収入および父母の収入合算額が組合員の収入を下回ることが前提となります。
また、実際の認定にあたっては、家計の実態、同居・別居、兄弟の有無等により認定の可否が異なりますので、それぞれの事例により具体的に扶養の実態を調査いたします。

収入限度額

	１８歳以上６０歳未満の者
	月額108,334円未満

（年額130万円未満）

	６０歳以上の者または
障害年金を受給している者
	月額150,000円未満

（年額180万円未満）

	雇用保険・傷病手当金
育児休業給付金等を受給している者
	日額3,612円未満（60歳未満）
日額5,000円未満（60歳以上）


参  考（３）


